


































本稿では、那覇地判平成 30 年 3 月 13 日判決（判例時報 2383 号 3 頁）（本
判決）をめぐる法的問題を考察する 1。本判決では、辺野古新基地建設工事
の際に、知事による岩礁破砕行為等の許可が必要か否かが問題となった 2。
本判決は、最三小判平成 14 年 7 月 9 日判決（民集 56 巻 6 号 1134 頁）（平成














最二小判平成 28 年 12 月 20 日（民集 70 巻 2281 頁）3 によって、翁長沖
縄県知事が仲井眞沖縄県知事が行った埋立承認処分の取消処分の取消を行っ
たことで、仲井眞知事による埋立承認処分が復活し、2017 年 4 月 25 日から
護岸建設工事が始まった。だが、埋立承認とは別に、水産資源の保護培養の
見地から行う岩礁破砕等行為の許可制度が存在する。
水産資源保護法に基づいて規定された沖縄県漁業調整規則 39 条 1 項は、
水産動植物の産卵生育に重大な影響を及ぼす漁場内の岩礁破砕等行為は知事
の許可を受けた場合にのみこれを解除すると定める。沖縄防衛局は 2014 年
8 月 28 日に仲井眞知事からこの許可を受けた。許可の有効期限は 2017 年 3
月 31 日までだが、沖縄防衛局の更新申請を翁長知事が拒否することが想定
されていたことから、沖縄防衛局は更新申請をせずに工事を行っている。
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な見解を示す判断が蓄積されてきた 18。平成 14 年判決の下級審判決 19 は、
行政上の義務の民事執行の可能性を否定せず、ただ本条例が風営法及び兵庫






神戸地判伊丹支決昭和 60 年 10 月 18 日判時 1189 号 42 頁および神戸地伊丹
支決平成 9 年 9 月 9 日を挙げる 22。














た 26。平成 14 年判決は、権利義務関係の中でも財産上の関係における争い
だけを「法律上の争訟」にするとして、紛争存在要件を限定解釈しており、














なく、平成 14 年判決は新しい判断であった 33。判例学説において肯定説が
主流の見解であったにもかかわらずこれを明確に否定しており 34、平成 14


























平成 14 年判決は行政主体間の争訟に関連しないが、学説では平成 14 年判
決の判示がその領域に及ぶと予測されていた（Ⅳ 1）。しかし、多くの学説
は平成 14 年判決の行政主体間争訟への適用を否定し、平成 14 年判決以降も
多くの学説が裁判所による行政主体間の争訟の解決に肯定的見解をとる状況





















法律関係への平成 14 年判決の判示の適用は当然に予測されたものであり 49、

























めて提起する訴訟にこそかかわっている 58。平成 14 年判決によって、最高
裁は否定説に立つことを明らかにしたと予測されるが、多くの学説では、否
定説の個別の論拠を詳細に検討すると、いずれも説得力はないと考えられて
いる 59。文脈の違いにもかかわらず、平成 14 年判決を機械的に適用し、そ
の射程範囲を不当に拡張したが、本判決もまた学説の批判に答えずに、平成
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枠内にあるのは当然だという考えが示された 69。平成 21 年判決では、本判
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定した（Ⅱ 2（1））。
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［付記］　2019 年 2 月の沖縄での桐蔭法学研究会の際に、沖縄国際大学総合文
化学部の安原陽平准教授のご厚意から、沖縄国際大学の屋上から普天間基
地を展望する機会を得て、基地と市街地の距離感を肌で感じることができ
た。
（もぎ・ようへい　桐蔭横浜大学法学部准教授）
